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1．はじめに

この研究ノートは、『貿易風』第14号に引き
続き第二次世界大戦後のドイツ民主共和国（以
降「東ドイツ」と表記）におけるドモヴィナ
（Domowina）の活動について調査、考察したも
のである。
『貿易風』第14号で著者は第二次世界大戦後
1945年から49年までソ連の占領下におかれた
ドイツ東部の政治、経済状況についてと、この
時期のドモヴィナの設立について調査、考察し
た。第二次世界大戦後ソ連に占領されたドイツ
東部は、ソ連からの苛酷な賠償取立てに苦しみ
ながら国家の再建へ歩み始め、その中でドイツ
共産党（KPD）やドイツ社会民主党（SPD）な
どの政党が活動を再開した。冷戦が深刻化する
につれてソ連は、社会主義圏の体制の締め付
けを図るため政党の活動に対して制限を行い、
KPD以外の政党は活動を制限されたり妨害し
たりした。その一方でソ連は KPDと SPDを合
同させて社会主義統一党（SED）という新たな
政党を設立させ、東ドイツ建国後政権を担う政
党にした。1949年の東ドイツ建国後、SEDは
ソ連型の社会主義国家建設を進めるが国民に多
くの犠牲を強いる形となり、東ドイツ各地でデ
モやストライキが頻発し多くの国民が西側へ逃
亡する事態となった。
こうした時期に SED政権はドモヴィナと親
密な関係を築き、ソルブ人の文化や言語を保護

するための法整備や、ソルブ文化を研究する施
設の設置、そしてソルブ語教育を推進するため
の教育制度改革を行った。そして建国後 SED

政権はドモヴィナに対し、ドモヴィナのソルブ
人の文化の保護や発展に偏った活動を批判し、
SEDが推進する社会主義国家建設を支持しそ
の意義をソルブ人に伝える役割をドモヴィナへ
要求するようになった。これに対し SEDの方
針や農業の集団化などの政策に反発するソルブ
人の多くがドモヴィナから退会した。こうして
建国当初のドモヴィナは SED政権と親密にな
るほどソルブ人からの支持を失ってしまったの
である。₁本稿では、前回の報告で十分に調査、
考察できなかった東ドイツ建国後1950年代以
降の社会主義国家建設がソルブ人社会に与えた
影響と、社会主義国家建設の中でのドモヴィナ
の活動について調査し考察する。

2．1950年代の東ドイツの国家建設と
ソルブ人社会への影響

2-1．1950年代の東ドイツの社会主義国家建設
1949年の東ドイツ建国後、SEDはソ連を

モデルとした国家建設を進めていった。SED

はスターリン型のマルクス・レーニン主義が
「支配的イデオロギーである」と宣言し、₂社会
的、政治的な決定権と権力はソ連と同様すべ
て SEDが掌握した。党組織や官僚組織はピラ
ミッド型に構築されて少数の SED幹部が司法、
行政、立法のすべてを支配する体制を作った。
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教育や文化についても SEDが統制し、世論の
形成に影響を与えたのである。
こうした SED主導による社会主義国家建設

の影響についてはすでに『貿易風』第14号に
おける拙稿で述べた。₃重工業中心の工業の発展
と農業の集団化、中小の手工業やサービス業の
集団化が急速に進められたが、こうした急速な
社会主義化に多くの国民が反発し、ドイツ連邦
共和国（以下「西ドイツ」と表記）へ逃亡する
国民が急増した。また1953年２月には労働者
の給与の削減が、また同年５月には労働ノル
マを10％上昇させることを政府が決定し、こ
れに反発した労働者が東ドイツ各地で26件の
ストライキを起こしている。₄ソ連指導部はこう
した情勢に憂慮し、東ドイツの社会主義化の速
度を落とさざるを得ないと考え、1953年６月
２日と３日に東ドイツ首相のオットー=グロー
テヴォール（Otto Grotewohl）と SED書記長で
あったヴァルター=ウルブリヒト（Walter Ernst 

Paul Ulbricht）をモスクワに招いて会談し、東
ドイツ政府の政策を批判して新たな政策を実行
するよう指示した。これにより「新コース」と
呼ばれる新たな路線が採用され、教会関係者へ
の抑圧、農業や中小独立企業の集団化、軍事力
の強化はいずれも停止され、重工業部門の建設
を優先する政策をとりやめて、人々が日常生活
で必要としている消費財生産を優先する方針
へと変更された。₅しかし労働ノルマの引き上げ
は撤回されなかった。もしこのノルマの撤回が
行われなければ労働者は25％から30％に及ぶ
実質賃金の低下を甘受しなければならなくな
ったであろうと河合信晴は指摘している。₆さら
に SEDがこれまでの政策の誤りを認めて政策
を転換したことで、党内からも指導に対する批
判がおこり、東ドイツ各地で SED並びに政府
首脳の退陣要求がおこった。そして６月15日
に首都のベルリンで建設労働者が労働ノルマの
強化撤回とノルマに見合った給料を要求してス

トライキに突入した。これをきっかけに政府へ
の抗議行動は全国に急速に拡大し、６月17日
には東ドイツの700か所以上でストライキが行
われ、これに推定50万人が参加した。またデ
モには41万8000人以上の人が参加したとされ
る。₇こうしたストライキやデモは翌18日にも
行われたが、ソ連軍が戒厳令を布告して鎮圧し
た。鎮圧後政府は「新コース」を継続して社会
を安定化させる一方で、治安組織を強化し警察
や国家保安省（シュタージ）により国民の監視
網が強化された。
それでは SED主導による社会主義国家建設
は、ソルブ人社会にどのような影響を与えたの
であろうか。
2-2．工業化政策の影響
1950年代初めにソルブ人が居住する下ウジ
ツァ（Łužica / Lausitz）地方₈で豊富な褐炭の埋
蔵が確認され、50年代中ごろより大規模な採
掘がおこなわれるようになった。1950年代か
ら60年代にかけて年間投資の４分の１がこの
地域に集中して行われ、下ウジツァ地方は急速
に工業化がすすめられていく。₉さらに1951年
から55年にかけての第１次５か年計画におけ
る第１次長期計画においてコンビナート「黒
いポンプ（Schwarze Pumpe）」の建設が決定さ
れ、55年に建設が始まった。その後「黒いポ
ンプ」のあるホシェブス（Chóśebuz / Cottobus）
県は東ドイツにおける石炭およびエネルギー産
業の中心地とされた。こうした工業化政策によ
って多くの労働者が他の地域から移り住み、こ
うした労働者のために下ウジツァ地方から褐炭
の埋蔵がない中部ウジツァ地方の各地が労働者
の居住地域として開発された。木村護郎クリス
トフによれば、中部ウジツァ地方では「社会主
義的居住都市」の名称を冠せられたヴォイェレ
ツィ（Wojerecy / Hoyerswerda）を中心に移住し
てきた労働者の居住地域の開発が進み、ヴォイ
ェレツィでは1946年に人口は7274人であっ
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る地域でも行われたが、この集団化に協力した
のがドモヴィナであった。1950年代後半に農
業協同組合への加入を呼びかける宣伝活動が農
村部で活発に行われたが、ドモヴィナはドモヴ
ィナの職員を（自発的にという形で）農場など
の現場に派遣して農業協同組合加入への宣伝活
動を行い、この活動は職員の日常の業務にな
っていたとルートヴィヒ =エレ（Ludwig Elle）
は指摘している。₁₃人民議会議員でありドモヴ
ィナの代表でもあったクルト =クリェィンツ
（Kurt Krjeńc）は₁₄、1957年３月29日から30
日にかけて行われたドモヴィナ第４回大会で、
農業における「社会主義部門」への支援はドモ
ヴィナの基本的な任務であると主張した。₁₅ま
た農業協同組合の組合員であったユリイ =コ
クラ（Jurij Kokla）はウジツァ地方の農村であ
るウドウォル（Wodwor / Höflein）で議論のた
めの提言を行い、ソルブの未来は農業の発展次
第であり、ソルブ人の村およびソルブ語とドイ
ツ語の２言語が使用される村に設置された協同
組合はソルブ語とソルブ文化を保護する場でな
ければならない、と主張している。₁₆そして工
業化、とくに２言語地域の真ん中に建設された
工業地帯である「黒いポンプ」によってもたら
された工業化がもたらした諸問題と同じように
議論されるよう提言がなされたのである。さら
にクリェンツは、農業協同組合設立による農業
の集団化は、工業化の進展の時と同じくソルブ
語とソルブ文化の将来に決定的な影響をもたら
すであろうと指摘している。₁₇しかしエレによ
れば、こうした議論はドモヴィナ第４回大会で
は中心的なテーマとならず、コクラ以外の農業
協同組合の組合員からは農業の集団化がもたら
すソルブ語とソルブ文化への影響について特に
発言がなかったという。₁₈その一方で各地区の
代表による活動は1958年または59年以降強化
された。当時ドモヴィナの書記であったユリイ
=グロス（Jurij Grós）は、ドモヴィナの書記局

たが、1965年には43922人と人口が急激に増
加した。そしてこうした外部からの労働者の流
入によりソルブ語を使用しない人々の割合が増
え、その結果ソルブ人のドイツへの同化が進ん
だという。₁₀その一方で褐炭採掘による住民の
移動も行われた。木村によれば1945年から89
年の間に71の集落が取り壊され、集落の一部
から立ち退きを余儀なくされた42か所を入れ
ると、合計で22276人が褐炭採掘によって立
ち退いた。ただこれは公式の記録であり、さら
に「自主的な」早期退去は含まれていないので、
この数値は立ち退いた人の最低人数とみるべき
であると木村は指摘している。さらにこうした
立ち退きは公式には「移転（Ortsverlagerungま
たは Ortsverlegung）」と呼ばれ、立ち退いた住
民の多くは都市部のアパートなどに移住したの
で村落を再建したわけではなく、「移転」は村
落の解体に等しかったという。₁₁これに対して
上ウジツァ地方に位置するカトリック教徒のソ
ルブ人が共住している地域は、褐炭の埋蔵地か
ら離れており、これまで述べてきたような工業
化や都市化の影響をほとんど受けずさらに他地
域からの人口の流入もなかった。そのため伝統
的な村落を中心とした社会構造が保たれたとい
う。₁₂

2-3．農業政策の影響
次に農業政策の影響についてみてみたい。
1952年から53年にかけて政府主導で農業協同
組合の設置が強化されたが、既に述べたように
急速な農業の集団化に多くの農民が反発したり
西ドイツへ逃亡したりしたため、53年６月に
は農業協同組合設置の速度は緩められた。しか
し緩められたものの農業協同組合設置による農
業集団化政策は引き続き行われた。それではこ
うした農業集団化はソルブ人社会にどのような
影響を与え、ドモヴィナはこの政策にどのよう
に関わったのであろうか。
農業集団化はウジツァなどソルブ人が居住す
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現場の不信感を払しょくして組合に加入するこ
とを促した。1960年１月21日から22日にか
けてドモヴィナは第12回会議を開催し、ドモ
ヴィナの第１書記であったビャルナト =ノワク
（Bjarnat Nowak）が「各地方での社会主義闘争に
際して我々の民族的組織であるドモヴィナが抱
える諸課題」と題する基調報告を行った。ノワ
クは報告で、農業協同組合設立が遅れているこ
とにたいする議論について触れ、その遅れはド
モヴィナの指導による国民の政治的活動がいま
だ不十分であることに責任があると指摘した。
さらに会議で了承された今後の議論に関する提
言の重点項目と、クリェンツによって読み上げ
られた会議の閉会の辞でも農業問題ついて触れ
られていた。しかしドモヴィナの中でこうした
問題についてどのように行動するのかについて
の具体的な決議はなされなかったという。₂₂

またこの会議期間中に会議の参加者はウォ
ルツィン（Worcyn / Wurschen）、ホジイ（Hodźij / 
Göda）、そしてクラケツィ（Krakecy / Kreckwitz）
に作られた農業協同組合を訪問し、組合員と現
場で議論を行った。さらにドモヴィナの幹部会
はチェコスロヴァキアのプラハの農業大学の学
部長であるフランティシェク＝ロム（František 

Lom）教授を招いた。ロム教授は会議でチェコ
スロヴァキアの農業協同組合についての研究報
告を行い、村々での宣伝活動にも参加した。こ
うした活動には SEDの郡指導部や政府も協力
しており、会議終了後も SED郡指導部や政府
による指導の下で、ドモヴィナの職員を動員し
て農村での大規模な宣伝活動を行った。またソ
ルブ語日刊紙「ノワ・ドバ（Nowa Doba）」で
も農業協同組合への加入を呼びかける寄稿論文
や声明が繰り返し掲載された。₂₃

しかしドモヴィナの幹部はこうした活動には
消極的だったようである。ドモヴィナの書記局
が1960年２月18日に行った会議の中では、農
業協同組合員だけで構成されている農村の実現

が提出した文書で、ドモヴィナの代表者らによ
って前もって定められた重点目標は、各地域に
おける農業協同組合の設置と農業集団化につい
て各地域で議論されることであるという、ドモ
ヴィナの選択したこの方針について肯定的に評
価している。₁₉

ドモヴィナ代表者らによる第５、第７
回幹部会議は、我々の組織を、我々の農
業を社会主義的な様式に改造する方針に
協力することで、さらに強化することを
方向づけた。この問題は、わずかな例外
も含めて議論の中心にあり、我々に示し
ているのは、我々はこの問題によってよ
り深くソルブ人の集団の中に入っている
ということである。₂₀

しかし農業の現場で働く人々は必ずしもこ
うした見方をしていなかったようである。ド
レスデン県のドモヴィナ代表はニスカ（Niska / 

Niesky）でのニスカ郡代表者会議について、こ
こでは農業の集団化について、ドモヴィナの会
員は不信感を募らせていたと報告している。こ
の報告によれば郡内の村で農民たちが、もし期
待に反して我々が協同組合員となったら、我々
はどうなるのか、もし組合員になれば厄介な負
担を負うことになるのではないかと訴えてい
る。こうした農民たちの不信感は、東ドイツと
いう、我々労働者や農民のための国家に対して
の不信感ではないが、こうした不信感は将来
我々に、農民たちは（社会主義）平和陣営の偉
大なる力を認識できなくなるのではないか、と
いう事態を示しており、農民たちは、絶対に我々
がこれまで苦労して得てきたものを手放すこと
はないだろう、とはっきりと言っていると報告
している。₂₁

ドモヴィナはこうした現場の農業協同組合へ
の不信感に対し、様々な宣伝活動を行うことで
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らドモヴィナは SEDと親密な関係にあり、建
国後政府はソルブ語やソルブ文化の研究や保護
を行う施設を設置し、ソルブ語教育の充実を図
るための改革や、官公庁や公共施設での２言語
表記の推進などといった保護政策を進めた。こ
うした保護政策は建国以前の1948年にザクセ
ン州議会によって可決した「ソルブ住民の権利
保護のための法律」を基盤としており、1951
年にはソルブ民族研究所が、52年にはソルブ
民族音楽楽団が設置され、56年にはブディシ
ン中心部にドモヴィナの本部などが入った「ソ
ルブの家」が設置された。こうした保護政策に
より、1955年に開催されたドモヴィナの第３
回大会で「ソルブの民族問題は解決された」と
宣言された。₂₈

ところでエレによれば、東ドイツではソル
ブ人のみが少数民族とみなされ、少数民族政
策の対象として支援された。そもそもドイツ
東部にはソルブ人のほかにポーランド人がい
たが、戦後ドイツ東部に残ったポーランド人
は少数民族として認められなかった。1922年
にドイツ東部のポーランド人によって「ドイ
ツにおけるポーランド人同盟（Bund der Polen 

in Deutschland）」という団体が設立され、1939
年にナチス政権によって活動が禁止されたが、
戦後ソ連占領下で活動を再開させた。しかし
1950年に東ドイツとポーランドの間で友好条
約が締結されたのちこの団体は解散し、SED

によって新たに「平和と友好のためのドイツ・
ポーランド協会（Deutsch-polnische Gesellschaft 

für Frieden und gute Nachbarschaft）が設立され、
これまでの団体の活動を引き続き行った。しか
しこの団体はドモヴィナとは異なり少数民族の
組織として認知はされず、最終的には50年代
初めに、東ドイツの大衆組織である「ドイツ・
ソヴィエト友好協会（Gesellschaft für Deutsch-

Sowjetische Freundschaft）」に吸収合併されたと
いう。₂₉

へ向けてのドモヴィナの支援が、ドモヴィナ第
５回大会の準備期間中に行われた、農業協同組
合員だけの農村の実現へむけての競争に不可欠
の部分となっていたにもかかわらず、この農業
問題にはほとんど対処しなかった、とエレは指
摘している。₂₄既に述べたように、農村で生活
する人々からは農業協同組合への不信感や反発
がある一方で、SEDや政府からの要求にも応
えなければならないというドモヴィナの苦しい
立場を表している。
ただ SEDや政府による農業協同組合加入を
呼びかける宣伝活動は時が経過するにつれて激
しくなっていった。すべての村人を組合員にす
べく宣伝活動が行われ、1960年春ころには「組
合に入らないものは平和の敵である」などとい
った過激な言葉を用いて村人に圧力をかけて加
入を迫るケースも多くみられたという。₂₅そし
てこうした宣伝にドモヴィナがかかわっている
ことについては多くの反発がおこった。その結
果、農業協同組合への加入を呼びかける宣伝活
動が終了した1960年５月以降、多くの地域で
ドモヴィナの集会は開催されなかったり、開催
されたとしても参加者はごくわずかであったり
したという。₂₆ただこうした状況は次第に収ま
っていったが、ドモヴィナはかつてのような支
持を得られなくなっていき、特に若年層からの
支持を失いつつあった。例えば1960年第４四
半期の間にドモヴィナの257の地域のグループ
のうち219のグループで集会が行われたが、参
加者の割合は地域によってまちまちであった。
ホシェブス郡では全加入者のうち80％の人が
集会に参加した一方で、ブディシン（Budyšin 

/ Bautzen）郡ではわずか26％であったという。
また参加者の多くが年配の会員であった。₂₇

2-4．文化政策の影響
東ドイツ建国直後の政府によるソルブ語やソ
ルブ文化の保護政策についてはすでに『貿易風』
第14号における拙稿でも述べたが、建国前か
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国語として扱うよう指示し、さらにもし両親が
希望すれば授業時間外にソルブ語を学習する時
間を設けてもよいが、その授業の費用は参加
者が負担するよう指示もしている。₃₁一方ベワ・
ウォダ（Běła Woda / Weißwasser）郡ではソルブ
語の学習およびソルブ語での授業は一切行われ
ず、学校でのソルブ語の使用も認められなかっ
た。下ウジツァ地方でも同様に許可されなかっ
た。こうした事態にソルブ人側から反発がおこ
った。ヴォイェレツィ郡ではこうした決定に反
対するデモが行われ、行政当局の決定に対する
反対の決議文が採択された。またベワ・ウォダ
郡のシュライファー（Schleifer）地方では親た
ちが自費でソルブ語の教師を雇い、授業時間外
に子供たちにソルブ語の授業を受けさせた。ブ
ディシン郡ではドモヴィナに、学校でのソルブ
語の授業の導入を行政当局に要求するよう訴え
る請願が数多く届けられた。₃₂

こうして学校教育におけるソルブ語導入をめ
ぐる問題と、さらにもう一つ問題となっていた
ことがあった。ソルブ語を（またはソルブ語で）
授業ができる教員が不足していたということで
ある。ペッヒによれば、1946年の段階でソル
ブ人の教員の半数以上がナチ党の党員であった
という理由で公職から追放され教職につけな
くなっていた。ドモヴィナはこうした状況に対
して十分な数のソルブ人教員の育成を行う専門
教育の必要性を認識していた。行政当局にも請
願を行ったようで、その結果1946年１月１日
からラドウォル（Radwor / Radibor）にあった
教員養成機関にソルブ人教員育成のためのクラ
スが新設された。₃₃設立当初はこのクラスで８
週間の専門教育をうけることになっていたが、
1947年には４か月に延長された。さらに1950
年には２年の課程となっている。₃₄  ドモヴィナ
は教員養成やソルブ語教育に関する専門雑誌で
ある「ソルブの学校（Serbska šula）」を発行し
こうした教員養成教育を支えた。

しかしこうした保護政策は主にソルブ人への
社会主義イデオロギーの普及を目的に行われ、
ソルブ文化関係の機関もこうした普及を推進す
るための手段として利用された。エドムント＝
ペッヒ（Edmund Pech）は政府のソルブ語およ
びソルブ文化保護の政策を補償的な言語政策
（kompensatorische Sprachpolitik）であると指摘
し、こうした政策はソルブ人のドイツ語やドイ
ツ文化への同化の速度を抑えるために行われた
が、大部分の住民やソルブ人が居住する地域の
党や行政機関によってこの政策は共有されず、
特に教育の面でドイツ人住民から反発があった
ことを指摘している。₃₀

2-5．教育政策への影響
ここでは教育政策、特に初等及び中等教育政
策への影響についてみていきたい。1945年10
月１日に在独ソ連軍政本部命令第40号によっ
て学校でのソルブ語での授業が許可され、ソル
ブ語を学ぶ授業と、ソルブ語で授業を行う学校
が急増した。民族語であるソルブ語を教育の場
で継承とするという、ソルブ人およびドモヴィ
ナの要望が実現したのである。ただソ連占領期
においては、こうしたソルブ語の授業はそれぞ
れの地域で形式が異なっていたし、ソルブ語の
授業や授業でのソルブ語使用が許可される地域
がある一方、使用が許可されなかった地域も存
在しており、混乱していた。
まずザクセン州でソルブ語とドイツ語の２
言語による授業について協議が行われた。そ
してブディシン郡とカミェンツ（Kamjenc / 

Kamenz）郡ではソルブ語を学ぶ授業を行う学
校が急増し、いくつかの学校ではソルブ語を授
業の言語として使う割合を増やしていった。例
えばルビイ（Lubij /Löbau）郡では、ソルブ人
の子供たちのために２時間から３時間ソルブ語
学習の授業を行うことが許可され、残りの時間
はドイツ語で授業が行われた。ヴォイェレツィ
郡では教育を担当する行政当局がソルブ語を外
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学以前のソルブ語知識を前提としてはいなかっ
た。₃₈この通達により、行政によって設定され
た学区当たりのソルブ人の人口密度に基づきＡ
学校およびＢ学校が設立されることとなった。
ソルブ人人口が多い学区にはソルブ語で授業を
行うＡ学校が設置されたが（このＡ学校はソル
ブ学校とも呼ばれた）、Ａ学校は1952年９月
１日にカミェンツ郡のクルシチツィ（Chrósćicy 

/ Crostwitz）やニェビェルチツィ（Njebjelčicy / 

Nebelschütz）などで、ブディシン郡ではドブロ
シツィ（Dobrošecy /Doberschütz）やラドウォル
に設置された。さらに54年にはカミェンツ郡
のヴォルクレツィ（Worklecy / Räckelwitz）に、
57年にはウジツァにＡ学校が設置された。₃₉ヴ
ォルクレツィやウジツァ、ラドウォルのＡ学校
にはソルブ語で授業を行う８年間の教育課程と
ともにドイツ語で授業を行う８年の教育課程も
設置されていた。Ａ学校ではすべての授業をソ
ルブ語で行い、ドイツ語を学ぶ授業は第２学年
から行われた。₄₀

こうしたＡ学校のほかに、ソルブ人とドイツ
人が住み、ソルブ人人口が多くない地域にはＢ
学校が設置された。このＢ学校の設置数のほう
がＡ学校よりも多かった。Ｂ学校ではドイツ語
で授業を行い、ソルブ語を授業科目の一つとし
て教えた。Ｂ学校は1952年に72校設置された
が、Ｂ学校が設置された地区の中にはソルブ
人人口が高い割合を示す地区、例えばヴォイ
ェレツィ郡やブディシン郡、ベワ・ウォダ郡そ
してホシェブス郡にこうした地区が複数あった
が、こうした地区ではＢ学校をＡ学校に変更す
るか、Ｂ学校の中にソルブ語で授業をする教育
課程を設けるようにするという目標が設定され
た。₄₁こうしてソルブ語が初等及び中等教育課
程に導入されていったのである。
さらに高等教育においても、1952年にはラ
イプツィヒ大学にソルブ言語文学科が設置さ
れ、ホシェブスにはソルブ高等学校が設置され

 こうした教員養成教育の拡充の結果ソルブ
人教員の数も増え、ソルブ語教育を行う学校も
増加した。1947年には39の学校でソルブ語の
授業が行われていたが、これらの学校はソルブ
人が多く居住しているブディシン郡とカミェン
ツ郡に集中していた。さらに教員養成教育を受
け教員となった新任のソルブ人教員はまずブデ
ィシン郡とカミェンツ郡に配置された。その結
果ザクセン州の２言語使用地域で勤務している
ソルブ人教員はブディシン北部学区では99人
が、カミェンツ郡では37人となった。₃₅

ただほかの地区では依然として教員が不足し
ていた。例えばルビイ郡ではソルブ語教育のた
めに15人のソルブ人教員を必要としていたが、
５人の配置にとどまり、またヴォイェレツィ郡
でも必要な人数に満たない７人の配置にとどま
っていたとドモヴィナは記録している。₃₆この
ように学校教育におけるソルブ語導入は問題を
抱えながらも少しずつ進められていった。これ
が国家の教育政策として本格的に整備、導入さ
れるのは東ドイツ建国後のことになる。
東ドイツ建国後1952年に人民教育大臣によ
って「ザクセン及びブランデンブルク州のソル
ブ語地域における学校状況の整理に関する通
達」が出され、学校教育におけるソルブ語の導
入に制度的な枠組みが与えられた。木村によれ
ば、この通達は「そのための条件が整ったすべ
ての場所において」ソルブ語を授業用言語とす
るソルブ学校を設けること及びその他のソルブ
人児童に対してソルブ語の授業を行う学校の教
育を定めたものであった。₃₇そしてこの通達に
より、ソルブ語を授業用言語とする学校をＡ学
校、ソルブ語の授業を行う学校をＢ学校と区分
された。なおＡ学校設置のためにはすでに就学
以前にソルブ語を学んでいる子供が一定数存
在することが設置条件とされた。つまりＡ学校
でのソルブ語教育は家庭や幼稚園でのソルブ語
教育を引き継いで行う教育であり、Ｂ学校は就
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Nowak）は56年10月に「ソルブの家族－民族
の魂（Serbska swójba – wutroba naroda）」を日刊
紙「ノワ・ドバ（Nowa Doba）」に発表し、ソ
ルブ語を話す人が減少しており、特に若年層で
ソルブ語を用いる人々の減少が著しく、ソルブ
語を用いるソルブ人の家族の存在が脅かされて
いる、と訴えている。₄₅彼は「今日何がソルブ
の本質なのか、我々の民族性が高まり、1945
年よりも現在は多くの人々がソルブ語で話し、
45年以降ソルブ人は増えているのか？」₄₆と訴
え、最後に「我々の魂、すなわちソルブの家族
が脅威にさらされている！（…）この魂なし
には我々は死んだも同然である。」₄₇と結んでい
る。ペッヒは、この論文によってノワクはソル
ブ人にとって家族が特別な意味を持つことを訴
え、SEDの掲げたイデオロギーに挑戦してい
ると指摘している。₄₈

これに加えウジツァ地方に住む住民の間で地
方自治に関する議論も活発に行われた。ペッヒ
によれば、コンビナート「黒いポンプ」の建設
などウジツァ地方で工業化が急速に進展するの
に伴い、住民が比較的自由に議論するような環
境が生まれ、56年にはソルブ人の居住する村々
で「ソルブのテーブル（Serbske blida）₄₉」と呼
ばれるサークルが作られ、地方自治体が直面し
ている問題について活発に議論が行われたと
いう。₅₀さらに「ノワ・ドバ」紙は「シェルシ
ェン（Šeršen）」₅₁と名付けられた付録を出版し、
そこで記事を寄稿した著者はドモヴィナの中に
ある様々な弊害や、政府のソルブ人に対する少
数民族政策に対し批判している。さらに「ノワ・
ドバ」のなかにも「ソルブのテーブル」が新た
に設立された。₅₂そしてそこでおおきなイニシ
アティブを発揮したのが「若いソルブ人作家グ
ループ（Arbeitskreis junger sorbischer Autoren）」
である。例えばこのグループのメンバーである
ユリイ＝ムウィンク（Jurij Młynk）は56年10
月10日に論文「ソルブ語の民族的威信につい

た。₄₂

こうした措置にともないドモヴィナもますま
す政府の教育政策の一翼を担うようになってい
く。ドモヴィナは1948年からソルブ語教育に
関する専門雑誌「ソルブの学校（Serbska šula）」
を発行しソルブ人教員の養成を支援したことは
すでに述べたが、1952年の人民教育大臣によ
る通達後、この雑誌はソルブ人教員や教育者の
ための専門雑誌という地位を得た。また公的な
教育研究機関である東ドイツ教育科学アカデミ
ー（APW）内に２言語地域の学校教育を研究
する研究部門も設置された。₄₃

 しかしこうした措置に対しウジツァ地方に
住むドイツ人からは反発の声が上がった。特に
子供を学校に通わせているドイツ人の親たちか
ら、子供がソルブ語の授業を受けさせられてい
ることで過度な負担を負わされているとして
反発の声が上がったのである。ペッヒによれ
ば、例えば1954年にはヴォイェレツィ郡のデ
ルニ・ウイェズド（Delni Wujězd / Uhyst）の学
校の保護者会で、ドイツ人の保護者からソルブ
語の授業の廃止が提案された。この学校ではそ
の後ソルブ語教育は積極的に行われなくなり、
ソルブ語の授業に参加する児童はわずかとなっ
た。そして少数ながらソルブ語の授業に参加し
ている児童は他の児童から嘲笑されたという。
そのため多くの保護者が子供たちをソルブ語の
授業へと通わせなくなったという。₄₄このよう
に多数派であるドイツ人の反発を受けソルブ語
での教育を後退せざるを得なくなる地域も出て
きており、ソルブ人の言語や文化を継承する活
動は政府の保護を得ているにも関わらず困難な
状況であった。
2-6．ソルブ人の民族運動への影響
前に述べたウジツァ地方における工業化に伴
うソルブ人居住地域の環境の変化はソルブ人
の民族運動にも大きな影響を与えた。カトリ
ック教会の司祭であるヨセフ＝ノワク（Jósef 
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家の助成を享受する」とあり、第５条（3）で
政府財政からの援助が規定されている。₅₅今回
提案された新たな「ソルブ法」はこれよりもさ
らに踏み込んで行政機関の組織の改革にも踏み
込んでいた。さらに各地域のドイツ人およびソ
ルブ人の代表者が政治・経済・文化の面で緊密
な連携をとっていくことも提案された。₅₆

このようなノワクの提案は決しておおげさな
ものではなく、これまでの補償的な言語政策を
改善するためだけに提案されたものであった。
SEDの中央委員会のメンバーからはこうした
提案は正当な要求であるとして評価されたもの
の、中央委員会で正式に取り上げられることは
なかったのである。₅₇

3．まとめ

東ドイツ建国後 SEDは社会主義国家建設を
推進したが、これはソルブ人社会に大きな影響
を与えた。ソルブ人が居住する下ウジツァ地方
で豊富な褐炭の埋蔵が確認され、50年代中ご
ろより大規模な採掘がおこなわれるようになっ
たことにより、多くのドイツ人がこの地域に流
入した。その一方で、炭鉱の開発のためにソル
ブ人が住む多くの村が移転を余儀なくされた。
そのため伝統的なソルブ人の社会が多くの地域
で解体してしまいドイツ語やドイツ文化への同
化が加速した。
農業政策の面でも農業協同組合の設立による
農業の集団化がすすめられたが、伝統的な農業
を破壊され経済的にも不利益を被るこうした集
団化に多くのソルブ人農民が反発した。しかし
ドモヴィナは SED及び政府に協力して農業協
同組合への加入を農民に積極的に呼びかける宣
伝活動を行い、これに反発した多くの、特に若
年層のソルブ人がドモヴィナから去ることとな
った。
教育政策については初等・中等教育において
ソルブ語を授業で用いる言語として、そして外

て（Wo narodnym prestižu serbskeje rěče）」を発
表し、そこでソルブ人の、自らの言語と文化を
守る歴史的な戦いを描写し、さらに現在はこう
した言語や文化をソルブ人たちが無視または軽
視していると指摘した。そのほかにもユリイ＝
ブレジャン（Jurij Brežan）が56年10月22日の
「ノワ・ドバ」紙で「まさにその時である（ Je 

na času）」という題名の詩を発表し、公の場で
ソルブ人の権利を守るために自己の信念を主張
する勇気を持つべきだと訴えた。₅₃

1956年にソルブ人学生ヴァルター＝ローレ
ンツ（Walter Lorenz）がディプロームの学位を
得るための論文を発表し、その論文でコンビナ
ート「黒いポンプ」の建設がもたらす民族的な
問題点について論じた。ローレンツはこの論文
で社会主義のもとでの工業化による同化の過程
は東ドイツ建国以前の資本主義体制下で、ベ
ワ・ウォダ、ズウィ・コロモウ（Zły Komorow 

/ Senftenberg）、グロドク（Grodk / Spremberg）
で進展した同化の過程と似ていると指摘した。
こうした指摘に対しドモヴィナの会員は激しく
反発した。₅₄その一方でドモヴィナの会員は政
府の言語政策に対しても不満を募らせていた。
そこでドモヴィナの指導部と内務省ソルブ課は
ウジツァ地方での２言語使用に関して政策の現
実的な実行をすべきであるという提案をまとめ
政府に提出する。まずドモヴィナの第１書記で
あったノワクが SED第１書記であったウルブ
リヒトへ、SEDの政治局においてソルブの問
題について徹底して取り組むよう求め、さらに
２言語使用地域における行政機関の構成を変え
ることを目的とした新しい「ソルブ法」を人民
議会で審議、可決し公布することを提案した。
すでに1948年３月23日にザクセン州議会が、
「ソルブ住民の権利保護のための法律（ソルブ
法）」を可決したが、この法律では第１条で「ソ
ルブ住民（sorbische Bevölkerung）」は自らの言
語、文化活動・発展について、法的な保護と国
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13.  Ludwig Elle, Die Domowina in der DDR（Bautzen: 
Domowina-Verlag, 2010）,S.204.

14. クリェンツは1939年にドイツ軍に入隊後1945年
５月にソ連軍に拘束されて捕虜となり、共産主義
者となった。戦後 KPD及び SEDの地区書記とし
て活動している。1949年に暫定人民会議の議員と
なり、50年から78年の死去に至るまで人民議会議
員として活動した。

15. Ludwig Elle, Die Domowina in der DDR, S.204-205.
16. Ebd.,S.205.
17. Ebd.,S.205.
18. Ebd.,S.205.
19. Ebd.,S.205.
20. Ebd.,S.205.
21. Ebd.,S.205-206.
22. Ebd.,S.206.
23. Ebd.,S.206.
24. Ebd.,S.206.
25. Ebd.,S.207.
26. Ebd.,S.207.
27. Ebd.,S.208.
28. 磯村尚弘「東ドイツにおけるドモヴィナ（Domowina）
の活動について（1）」『貿易風：中部大学国際関係
学部論集』（中部大学国際関係学部） Vol. 14 （2019
年４月）：103-104頁。

29. Ludwig Elle, Die Domowina in der DDR,S.17.
30. Edmund Pech, Die Sorbenpolitik der DDR,S.61.
31. Ebd.,S.100-101.
32. Ebd.,S.101.
33. Ebd.,S.103.
34. Ebd.,S.103.
35. Ebd.,S.103.
36. Ebd.,S.103.
37. 木村護郎クリストフ『言語にとって「人為性」と
はなにか』,148頁。

38. 同上 ,148頁。
39. Edmund Pech, Die Sorbenpolitik der DDR, S.113.
40. Ebd.,S.113.
41. Ebd.,S.113-114.
42. 三谷惠子『ソルブ語辞典』（大学書林 ,2003年）,646
頁。

43. Edmund Pech, Die Sorbenpolitik der DDR,114-115.
44. Ebd.,S.119.
45. Ebd.,S.61-62.
46. Ebd.,S.62.
47. Ebd.,S.62.
48. Ebd.,S.62.
49. blidaは上ソルブ語で「テーブル（blido）」という単

国語の一つとして導入された。高等教育でも高
等学校や大学の学部が設置された。これはドモ
ヴィナやソルブ人の要望が実現したといえる
が、ソルブ人と同じ地域に住むドイツ人からは
反発を招き、地域によってはソルブ語教育が後
退したところもあった。
そしてこうした SEDや政府の社会主義国家

建設およびソルブ語やソルブ文化保護政策への
批判は主に知識人の間から起きた。ドモヴィナ
もソルブ語、ソルブ文化保護の政策の改善を
SEDや政府に働きかけていたが、SEDや政府
はこうした改善要求には応えず従来の言語政策
を推進したのである。

【注】
１. 磯村尚弘「東ドイツにおけるドモヴィナ（Domowina）
の活動について（1）」『貿易風：中部大学国際関係
学部論集』（中部大学国際関係学部） Vol. 14 （2019
年４月）：97-106頁。

２. H=ウェーバー『ドイツ民主共和国史：「社会主義」
ドイツの興亡』斎藤晢・星乃治彦訳（日本経済評
論社，1991年）,57頁。

３. 磯村尚弘「東ドイツにおけるドモヴィナ（Domowina）
の活動について（1）」：102-103頁。

４. 河合信晴『物語東ドイツの歴史：分断国家の挑戦
と挫折』（中央公論新社 ,2020年）,63頁。

５. 同上 ,65頁。
６. 同上 ,65頁。
７. 同上 ,67頁。
８.  これ以降東ドイツのソルブ人居住地域の地名に関
しては初出の際に上（下）ソルブ語の名称を用い、
カッコで上（下）ソルブ語とドイツ語での表記を
記す。行政単位（県・郡）については、上（下）
ソルブ語表記があるものについては上（下）ソル
ブ語で表記する。

９.  Edmund Pech, Die Sorbenpolitik der DDR 1949-1970 
（Bautzen: Domowina-Verlag, 1999）,S.58.

10. 木村護郎クリストフ『言語にとって「人為性」と
はなにか：言語構築と言語イデオロギー：ケル
ノウ語・ソルブ語を事例として』（三元社 ,2005
年）,126頁。

11. 同上 ,127頁。
12. 同上 ,127頁。
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語の複数形である。
50. Edmund Pech, Die Sorbenpolitik der DDR,S.62.
51. 「モンススメバチ」という意味。
52. Edmund Pech, Die Sorbenpolitik der DDR,S.62.
53. Ebd.,S.62.
54. Ebd.,S.63.
55. 木村護郎クリストフ『言語にとって「人為性」と
はなにか』,239頁。

56. Edmund Pech, Die Sorbenpolitik der DDR,S.63.
57. Ebd.,S.63-64.
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